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議事要旨
　東京都福祉保健局障害者施策推進部計画課
第五期東京都障害者施策推進協議会第３回専門部会

会議次第
平成２０年５月２７日
１　開　会
２　議　事

（１）審議事項「障害者の就労支援策の取組状況について」

（２）草案作成のための起草委員会（小委員会）の設置

（３）その他

３　閉　会
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資料７　　　新堂委員提出資料

資料－　　　市橋委員提出資料
〈主な意見など〉

○委員提出資料

　大八木委員：障害者就労支援強化策
　水野委員：精神障害者の地域生活に向けた諸課題

　新堂委員：武蔵野千川福祉会「機能分化を活かした就労事業所の取り組み」

　市橋委員：東京都障害者施策推進協議会第３回専門部会への意見

○その他、審議事項に関する主な意見

　・情報提供、就労援助、職場定着支援の３点の充実
　・就労支援と生活支援は、一体的に提供することが必要

　・障害が重くても就労は可能であり、そのための場を設けることが重要

　・企業経営者や職場、社会の理解度を高めるため、一層の啓発を
　・ジョブコーチは定着率向上に有効だが、成果を挙げるには管理体制の確保が必要
　・就労後のケア実施や相談先の確保が職場への定着率を高め、雇用率の向上につながる
　・特例子会社の質の確保には、立上げ時から支援機関との継続的連携が欠かせない
　・企業は区市町村の区域を越えて活動しており、就労支援は広域的な対応を

　・関係機関や協議会の間の連携体制と役割分担を明らかに

・就労移行支援は、行政と企業の協力で仕事の量と質を継続的に確保することが重要

　・福祉就労から一般就労への移行を促すインセンティブの欠如が問題
〈審議経過概略〉
【精神障害者の地域生活】

○これまでは利用者が建物に合わせる福祉サービスだったが、これからは相談支援事業等々の充実によって、各人の事情、個別性、特殊性に合わせたサービスの展開が強く望まれる。

○精神科の病床削減においては、単なる転院ではなく、周辺住民の理解の下、地域の中に住まいを確保するという抜本的取組が望まれることから、適切な普及啓発も重要である。
○物価水準に照らして、年金等による所得保障は十分でないため、地域生活に就労支援は重要だが、法定雇用率の算定対象になりながら、精神障害者の雇用はなかなか進まない。

○精神障害者には、福祉と同時に、医療のサービスも充実が必要。地域生活の中で不測の再燃・再発に対応する精神科救急、加齢に伴う身体合併症、薬物依存、あるいは医療観察法など、難しい問題がある。

【障害の特性に即した対応】

○専門部会に視覚障害の当事者が含まれておらず、移動支援、読み書き、就労など、障害特有の課題が多いのに、配布資料に点字版がないことからもわかるように、議論を期待できない。

【就労支援】

○情報の提供、職能評価に基づく就労援助、就労後の職場定着のための援助の３点を充実する必要がある。
○福祉的就労の場には、企業を何らかの理由で退職して地域に戻ってくる者が多いため、彼らの能力や誇りを損なうことなく、再び働ける場を設けた。

○近年の傾向として、特別支援学校の保護者には、どんなに障害が重くても卒業後は「働く」という意識が定着してきているように思われる。

○働くことに喜びを見出せること、障害が重くても働く場があることが重要だ。
○障害者雇用率は、当初、大企業よりも中小企業の方が進んでいた時期がある。大企業での雇用が進んだのは、国際障害者年（昭和５６年）の社会的機運がきっかけとなった面が大きい。

○特別支援学校の職業教育は充実させるべきだが、全人格的な発達とのバランスに配慮が必要。○障害者の就労支援は、住宅、交通など他の施策と併せて、職住接近、通勤時の交通手段確保とか、総合的な対応が必要。

○作業所側に利用者を一般就労させるインセンティブがないため、就労支援センターとの協力関係が進まず、一般就労への移行が進まない。

○ジョブコーチによる支援は有効。的確に活動できれば、職場への定着率は向上する。
○企業ＯＢなど専門的な知識・経験を有する地域住民を活用し、作業所の売上が大幅に上昇した例があるので、このような人材を積極的に導入すべき。

○新体系の就労移行支援は、職員の研修や運営マニュアル作成など、事業水準の確保策が必要。
○自立支援法には不満だが、法律である以上、これに沿って良い方向を目指せるように。
○一般就労する知的障害者の受入れについて、一層の啓発が必要。

○障害が重くても働ける場を作るべきである。

○特例子会社の経営者は、もっと働ける人たちが、養護学校にも福祉の場にもたくさんいるのに、なかなか自分たちの手の届くところに来ないと考えている。

○彼らは、障害を持つ社員に対し、通勤、休日の生活、健康、精神面などに至るまで関心を持って接しており、福祉施策との接点があれば、もっと効果が上がるのではないか。
○現場の状況を見ると、手厚い配慮の必要な障害者には特例子会社が馴染みやすい。
○中小企業で障害者の安定的雇用を目指すためには、かなりの支援量が必要。

○特例子会社には、従業員や仕事内容など障害者に適した環境を整えやすい面はあるが、質の確保には立上げ時から支援機関との継続的連携が必要なので、施策の中に位置付けるべき。

○区市町村就労支援事業は、地域に根ざして、区市町村単位で支援を行うので、広域的な特例子会社の立ち上げ支援にはなじまないと思うが、その役割はどこが担うのか。

○ジョブコーチは、個人登録ではうまくいかない例が散見される状況があるため、都の事業で成果を挙げて行くには管理体制の確保が重要。

○区市町村の就労支援事業と就業・生活支援センターとのすみ分けの考え方が判りにくい。

○在宅就労についても、考えていく必要があるのではないか。

○企業就労を継続していく上では、悩んだときの相談先をどうするかが重要だ。

○知的障害特別支援学校卒業者の就職率が30％台に上がっており、19年度は35％と聞く。

○特別支援学校がブロックごとに協力して進路指導や職業教育の足並みを揃えていることや、就労支援センターが介在して就労後のケアにも対応することは、企業での卒業生受入れを促進し、就職率向上にプラスになっている。
○自立支援法は区市町村単位だが、企業は広域的に展開しており、区市町村の区域を越えた対応をどのように進めていくかという課題がある。
○就労希望と知的障害の程度は関係ない。環境条件を整えれば、障害の重い人も就職できる。

○移行支援事業には、行政・企業の協力が必須の一方、品質管理と生産性の労働密度が絶えず保証され、頑張るほど工賃も上がるため、企業と変わらないシステムとなっている。

○精神障害者の作業所は、従来、地域生活の第一歩として、個々の利用者の病状も含めた生活全般をフォローしてきたため、急激に就労へ特化すると、既存の利用者への対応が課題となる。
○精神障害者の就労へのモチベーションが高まったとき、誰が本人を指導するかが課題。
○障害者は企業就労しても、そこに仲間がおらず、夜間や週末に交流の場所が必要。
○就労していても、生活基盤を築けていないと、親亡き後は施設入り。それでは意味がないので、就労以前に生活能力を身に付けるべき。

○生活支援と就労支援は一体的に行う必要があり、すべてのライフステージで必要なサービスを的確に提供することが基本。

○障害者に対する雇用主の理解度の格差は非常に大きく、理解度を高めることが大切。

○類似・関連する諸事業・機関の間で、どのように連携体制を構築するかが、就労支援の鍵。
○就労支援に関する事業実績の把握に関して、実務の内容が的確に見えるデータが必要。

○東京都では、障害者の就労に関わる行政各部門や複数の協議会の役割分担がわかりにくい。
○就労後の定着率は、雇用率に連動していくので非常に大切。

○障害の特性に応じた配慮とともに、生活と就労とを一体的に捉えていくことが必要。
○重症心身障害児は、就労の対象に該当しないが、間接的に就労者を支えていることを理解してほしい。
資料１
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